
＜参考＞ 

入入学学考考査査料料、、入入学学料料及及びび授授業業料料等等のの納納付付ににつついいてて  

（令和８年４月１日現在） 

区  分 入学考査料 入 学 料 

授    業    料 

（通信制課程は通信教育受講料） 

年   額 納入回数 １回の納入額 

全 日 制 課 程 2,200 円 5,650 円    118,800 円 

２回 

(注) 

第１回： 

年額の３/１２ 

第２回： 

年額の９/１２ 

定 時 制 課 程 950 円 2,100 円    32,400 円 

定 時 制 課 程 
（ 単 位 制 ） 950 円 2,100 円 

１単位当たり 1,740 円 

×履修単位数 

通 信 制 課 程 950 円 500 円 
１単位当たり  336 円 

×履修単位数 

（注）授業料・通信教育受講料の納入回数は２回ですが、分割払をすることも可能です。 
 

１１  入入学学考考査査料料  

  入学考査料は、インターネット出願において、出願サイト上でのクレジットカード決済、コンビニ

エンスストアでの支払い、ペイジーによる支払い、又は所定の納付書により東京都指定金融機関等に

納付し、領収証書の画像をアップロードすることが可能です。やむを得ず、紙の入学願書により出願

する場合は、入学願書裏面に領収証書を貼り付けてください。 
  なお、窓口の営業時間終了等で金融機関に納付できない定時制・通信制志願者（昼夜間定時制の志

願者を除きます。）に限り、入学願書提出の際、志願校に現金で納付することも認めています。 
 
２２  入入学学料料  

(1) 合格者には、合格発表時に東京都教育委員会が発行した「東京都立学校入学料納入通知書」を配

布しますので、金融機関等で納付してください。納付期限は、合格発表日の翌日を起算日として５

日以内です。ただし、５日目が土・日・祝日に当たる場合は、金融機関等の翌営業日になります。 
(2) 入学料の納付が経済的に困難な家庭については、入学料を免除又は２分の１減額する制度があり

ます。 
 
３３  授授業業料料・・通通信信教教育育受受講講料料  

(1) 高高等等学学校校等等就就学学支支援援金金／／高高校校生生等等・・新新修修学学支支援援金金／／授授業業料料免免除除制制度度 

現在、高等学校等就学支援金制度（以下「就学支援金」という。）が導入されています。就学支援

金は、国籍・在留資格等の要件を満たした世帯について、生徒が申請を行い受給認定された場合に、

学校へ就学支援金を支給することで、生徒の授業料が無料になる制度です。手続を行わない場合、

授業料を御負担いただくことになります。 

また、国籍・在留資格等の要件により就学支援金の対象とならない場合についても、保護者等の

「区市町村民税の課税標準額×６％－区市町村民税の調整控除の額（※）」が 304,200 円未満（年収

約９１０万円未満）の世帯は高校生等・新修学支援金、所得要件等により高校生等・新修学支援金

の対象とならない場合は東京都の授業料免除制度の申請により、授業料が無料となります。 
なお、既に高校を卒業したことがある方及び標準修業年限（全日制３年、定時制通信制４年）を

超えて在学している方については、就学支援金等の対象になりません。 

申請方法等につきましては、入学した学校の経営企画室にお問い合わせください。 
   ※ 政令指定都市の場合は、調整控除の額に３／４を乗じて計算します。 

 (2) 学学びび直直しし支支援援金金  
標準修業年限を超えて在学し、過去に中途退学をしたことがある方については、学び直し支援金

制度の対象となる場合があります。国籍・在留資格等の要件を満たした場合、卒業までに必要な在

学期間のうち最長１２か月（定時制及び通信制の場合は最長２４か月）、授業料が無料となります。 

(3) 授授業業料料・・通通信信教教育育受受講講料料のの減減額額・・免免除除制制度度  

上記の就学支援金等に該当せず、授業料・通信教育受講料の徴収対象となる方のうち、授業料等

の納付が経済的に困難な家庭については、授業料等を免除又は２分の１減額する制度があります。 

詳細は、入学した学校の経営企画室へお問い合わせください。 

 

４４  学学校校徴徴収収金金  

授業料・通信教育受講料とは別に学校に納付していただくものとして、学校ごとに決定した修学旅

行積立金、生徒会費等の学校徴収金があります。 

学校徴収金の内容・額及び納付時期等につきましては学校によって様々ですので、詳しくお知りに

なりたい方は各学校の経営企画室にお問い合わせください。 

 

５５  東東京京都都国国公公立立高高等等学学校校等等奨奨学学ののたためめのの給給付付金金((奨奨学学給給付付金金))  

平成２６年度入学生から、授業料・通信教育受講料以外の教育に必要な経費（教科用図書購入費、

学用品費、通学用品費、修学旅行費、校外活動等参加費、生徒会費等）の負担を軽減するため、次の

アからウまでの全ての要件を満たしている保護者を対象に、返済不要の給付金を給付します。 

ア 高等学校等就学支援金、高校生等・新修学支援金又は学び直し支援金の受給資格を有する高校生 

がいること。 

イ 生活保護受給世帯又は都道府県民税所得割及び区市町村民税所得割が 182,500 円未満（年収約４

９０万円未満）（家計が急変した場合も含む。）の世帯であること。 

ウ 保護者が都内に住所を有していること。 

※ 年収約２７０～約４９０万円未満の世帯は、国籍・在留資格等の要件を満たす方のみが対象です。 

 

６６  給給付付型型奨奨学学金金  

  平成２９年度から家庭の経済状況にかかわらず、生徒が学校の多様な教育活動に主体的に参加する 

機会を確保するため、資格試験や学校における勉強合宿・語学合宿等、多様な教育活動にかかる経費

等を、保護者の代わりに都が負担する都独自の現物給付方式の奨学金制度が導入されました。具体的

な対象経費については学校によって異なりますので、申請方法や対象経費等につきましては、入学し

た学校の経営企画室にお問い合わせください。生徒・保護者への現金給付は原則としてありません。 

 

７７  主主なな支支援援金金制制度度のの比比較較  

制制度度  就就学学支支援援金金  奨奨学学ののたためめのの給給付付金金  給給付付型型奨奨学学金金  

対象経費 授業料 授業料以外の教育費の一部 
学校が定める教育活動へ 

参加するための経費 

対象世帯 

国籍・在留資格等の要件を

満たす世帯 

※国籍・在留資格等の要件

により就学支援金の対象と

ならない場合についても、

高校生等・新修学支援金又

は東京都の授業料免除制度

により授業料無料 

生活保護受給世帯 並びに 

都道府県民税所得割額及び区市

町村民税所得割額を合算した額

が 182,500 円未満（家計が急変

した場合も含む。）の世帯 

（年収約４９０万円未満） 

生活保護受給世帯 並びに 

都道府県民税所得割額及び区市

町村民税所得割額を合算した額

が 182,500 円未満（家計が急変

した場合も含む。）の世帯 

（年収約４９０万円未満） 

支給金額 

全日制課程 月額 9,900 円 
生活保護 

受給世帯 
32,300 円 

生活保護受給世帯 並びに 

都道府県民税所得割及び区市町

村民税所得割が非課税の世帯 

上限 50,000 円 
定時制課程 月額 2,700 円 非課税世帯 

全日制/定時制

143,700 円 

通信制 

50,500 円 
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＜参考＞ 

入入学学考考査査料料、、入入学学料料及及びび授授業業料料等等のの納納付付ににつついいてて  

（令和８年４月１日現在） 

区  分 入学考査料 入 学 料 

授    業    料 

（通信制課程は通信教育受講料） 

年   額 納入回数 １回の納入額 

全 日 制 課 程 2,200 円 5,650 円    118,800 円 

２回 

(注) 

第１回： 

年額の３/１２ 

第２回： 

年額の９/１２ 

定 時 制 課 程 950 円 2,100 円    32,400 円 

定 時 制 課 程 
（ 単 位 制 ） 950 円 2,100 円 

１単位当たり 1,740 円 

×履修単位数 

通 信 制 課 程 950 円 500 円 
１単位当たり  336 円 

×履修単位数 

（注）授業料・通信教育受講料の納入回数は２回ですが、分割払をすることも可能です。 
 

１１  入入学学考考査査料料  

  入学考査料は、インターネット出願において、出願サイト上でのクレジットカード決済、コンビニ

エンスストアでの支払い、ペイジーによる支払い、又は所定の納付書により東京都指定金融機関等に

納付し、領収証書の画像をアップロードすることが可能です。やむを得ず、紙の入学願書により出願

する場合は、入学願書裏面に領収証書を貼り付けてください。 
  なお、窓口の営業時間終了等で金融機関に納付できない定時制・通信制志願者（昼夜間定時制の志

願者を除きます。）に限り、入学願書提出の際、志願校に現金で納付することも認めています。 
 
２２  入入学学料料  

(1) 合格者には、合格発表時に東京都教育委員会が発行した「東京都立学校入学料納入通知書」を配

布しますので、金融機関等で納付してください。納付期限は、合格発表日の翌日を起算日として５

日以内です。ただし、５日目が土・日・祝日に当たる場合は、金融機関等の翌営業日になります。 
(2) 入学料の納付が経済的に困難な家庭については、入学料を免除又は２分の１減額する制度があり

ます。 
 
３３  授授業業料料・・通通信信教教育育受受講講料料  

(1) 高高等等学学校校等等就就学学支支援援金金／／高高校校生生等等・・新新修修学学支支援援金金／／授授業業料料免免除除制制度度 

現在、高等学校等就学支援金制度（以下「就学支援金」という。）が導入されています。就学支援

金は、国籍・在留資格等の要件を満たした世帯について、生徒が申請を行い受給認定された場合に、

学校へ就学支援金を支給することで、生徒の授業料が無料になる制度です。手続を行わない場合、

授業料を御負担いただくことになります。 

また、国籍・在留資格等の要件により就学支援金の対象とならない場合についても、保護者等の

「区市町村民税の課税標準額×６％－区市町村民税の調整控除の額（※）」が 304,200 円未満（年収

約９１０万円未満）の世帯は高校生等・新修学支援金、所得要件等により高校生等・新修学支援金

の対象とならない場合は東京都の授業料免除制度の申請により、授業料が無料となります。 
なお、既に高校を卒業したことがある方及び標準修業年限（全日制３年、定時制通信制４年）を

超えて在学している方については、就学支援金等の対象になりません。 

申請方法等につきましては、入学した学校の経営企画室にお問い合わせください。 
   ※ 政令指定都市の場合は、調整控除の額に３／４を乗じて計算します。 

 (2) 学学びび直直しし支支援援金金  
標準修業年限を超えて在学し、過去に中途退学をしたことがある方については、学び直し支援金

制度の対象となる場合があります。国籍・在留資格等の要件を満たした場合、卒業までに必要な在

学期間のうち最長１２か月（定時制及び通信制の場合は最長２４か月）、授業料が無料となります。 

(3) 授授業業料料・・通通信信教教育育受受講講料料のの減減額額・・免免除除制制度度  

上記の就学支援金等に該当せず、授業料・通信教育受講料の徴収対象となる方のうち、授業料等

の納付が経済的に困難な家庭については、授業料等を免除又は２分の１減額する制度があります。 

詳細は、入学した学校の経営企画室へお問い合わせください。 

 

４４  学学校校徴徴収収金金  

授業料・通信教育受講料とは別に学校に納付していただくものとして、学校ごとに決定した修学旅

行積立金、生徒会費等の学校徴収金があります。 

学校徴収金の内容・額及び納付時期等につきましては学校によって様々ですので、詳しくお知りに

なりたい方は各学校の経営企画室にお問い合わせください。 

 

５５  東東京京都都国国公公立立高高等等学学校校等等奨奨学学ののたためめのの給給付付金金((奨奨学学給給付付金金))  

平成２６年度入学生から、授業料・通信教育受講料以外の教育に必要な経費（教科用図書購入費、

学用品費、通学用品費、修学旅行費、校外活動等参加費、生徒会費等）の負担を軽減するため、次の

アからウまでの全ての要件を満たしている保護者を対象に、返済不要の給付金を給付します。 

ア 高等学校等就学支援金、高校生等・新修学支援金又は学び直し支援金の受給資格を有する高校生 

がいること。 

イ 生活保護受給世帯又は都道府県民税所得割及び区市町村民税所得割が 182,500 円未満（年収約４

９０万円未満）（家計が急変した場合も含む。）の世帯であること。 

ウ 保護者が都内に住所を有していること。 

※ 年収約２７０～約４９０万円未満の世帯は、国籍・在留資格等の要件を満たす方のみが対象です。 

 

６６  給給付付型型奨奨学学金金  

  平成２９年度から家庭の経済状況にかかわらず、生徒が学校の多様な教育活動に主体的に参加する 

機会を確保するため、資格試験や学校における勉強合宿・語学合宿等、多様な教育活動にかかる経費

等を、保護者の代わりに都が負担する都独自の現物給付方式の奨学金制度が導入されました。具体的

な対象経費については学校によって異なりますので、申請方法や対象経費等につきましては、入学し

た学校の経営企画室にお問い合わせください。生徒・保護者への現金給付は原則としてありません。 

 

７７  主主なな支支援援金金制制度度のの比比較較  

制制度度  就就学学支支援援金金  奨奨学学ののたためめのの給給付付金金  給給付付型型奨奨学学金金  

対象経費 授業料 授業料以外の教育費の一部 
学校が定める教育活動へ 

参加するための経費 

対象世帯 

国籍・在留資格等の要件を

満たす世帯 

※国籍・在留資格等の要件

により就学支援金の対象と

ならない場合についても、

高校生等・新修学支援金又

は東京都の授業料免除制度

により授業料無料 

生活保護受給世帯 並びに 

都道府県民税所得割額及び区市

町村民税所得割額を合算した額

が 182,500 円未満（家計が急変

した場合も含む。）の世帯 

（年収約４９０万円未満） 

生活保護受給世帯 並びに 

都道府県民税所得割額及び区市

町村民税所得割額を合算した額

が 182,500 円未満（家計が急変

した場合も含む。）の世帯 

（年収約４９０万円未満） 

支給金額 

全日制課程 月額 9,900 円 
生活保護 

受給世帯 
32,300円 

生活保護受給世帯 並びに 

都道府県民税所得割及び区市町

村民税所得割が非課税の世帯 

上限 50,000円 
定時制課程 月額 2,700 円 非課税世帯 

全日制/定時制

143,700 円 

通信制 

50,500円 
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ୖ㝈 30,000 ෇

㏻ಙไㄢ⛬
㸯༢఩ࡁࡘ࡟

336 ෇

㒔㐨ᗓ┴Ẹ⛯
ᡤᚓ๭㢠ཬࡧ
༊ᕷ⏫ᮧẸ⛯
ᡤᚓ๭㢠ྜࢆ
ࡀ㢠ࡓࡋ⟭

182,500 ෇ᮍ
ୡᖏࡢ‶

඲᪥ไ/ᐃ᫬ไ

35,930 ෇

㏻ಙไ

12,630 ෇

㸦ὀ㸧௧࿴㸶ᖺᗘ⌧ᅾࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶࡢᑐ㇟ୡᖏࡸᨭ⤥㔠㢠ࡀኚ᭦ྍࡿ࡞࡟⬟ᛶࠋࡍࡲࡾ࠶ࡀ

㸶㸶 ᮾᮾிிிி㒔㒔ᣦᣦᣦᣦᐃᐃ㔠㔠⼥⼥⼥ᶵƫ㛵㛵➼➼࡚࡚࠸࠸࠸ࡘࡘ࡟࡟࡟

ධᏛ⪃ᰝᩱ➼ࢆ⣡௜࡛ࡿࡁ㔠⼥ᶵ㛵୍ࡢぴࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᮾி㒔఍ィ⟶⌮ᒁ࡚࡟ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ࡢ☜ㄆ

ࠋࡍࡲࡁ࡛

ͤ ᮾி㒔఍ィ⟶⌮ᒁ࣮࣒࣮࣍࣌ࢪ

https://www.kaikeikanri.metro.tokyo.lg.jp/noufu-uketori/koukinshuunou

㸦ᮾி㒔఍ィ⟶⌮ᒁ࣮࣒࣮࣍࣌ࢪෆࠕࡢᮾி㒔බ㔠ࢆ⣡௜࡛ࡿࡁ㔠⼥ᶵ㛵୍ぴࠖࠋࡍࡲࡋ♧⾲ࢆ㸧

ũ ཷ㦂⏕ࢪࣥࣞࣕࢳᨭ᥼㈚௜஦ᴗࡈࡢ᱌ෆ

୰Ꮫ㸱ᖺ⏕➼ཷࡢ㦂⏕ࢆ㣴⫱୍ࡿࡍᐃᡤᚓ௨ୗࡢୡᖏࢆᑐ㇟ࠊ࡟Ꮫ⩦ሿ௦ཷࡸ㦂ᩱ࡟ᚲせ࡞

㈨㔠ࢆ㈚ࡋ௜ࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇࡿࡅᏊ౪ࡢࡕࡓ㐍Ꮫࢆᨭ᥼ࠋࡍࡲࡋ

㸺ᴫせ㸼

㸯 ᑐ㇟ ୰Ꮫ㸱ᖺ⏕ཪࡿࡌ‽࡟ࢀࡇࡣ᪉ࢆ㣴⫱୍ࡿࡍᐃᡤᚓ௨ୗࡢୡᖏࡢ⏕ィ୰ᚰ⪅

㸰 ㈚௜ෆᐜ ሿ௦ཬཷࡧ㦂ᩱࡢ㈚௜ࠊ࠸⾜ࢆ㐍㐍ᏛᏛᏛᏛ㸦㸦ධධᏛᏛᏛᏛ㸧㸧ࡓࡓࡓࡋࡋሙሙሙሙྜྜྜࡣࡣࡣൾൾ㑏㑏ࢆࢆචච㝖㝖ࠋࠋࡍࡍࡲࡲࡋࡋ

㸱 ㈚௜㔠㢠➼ ሿ௦ ୖ㝈 300,000 ෇ࠊ ཷ㦂ᩱ ୖ㝈 27,400 ෇

è ཷ㦂ᩱࠊࡣ㒔❧㧗ᰯධᏛ⪃ᰝᩱࠊ࠿࡯ࡢ⚾❧㧗ᰯ➼ཷࡢ㦂ᩱࡶᑐ㇟࡛ࠋࡍ

㸲 ㈚௜฼⋡ ↓↓↓↓฼฼฼ᏊᏊ

㸳 ⏦㎸᪉ἲ ࠋ࠸ࡉࡔࡃࡳ㎸ࡋ⏦࠾ࠊୖࡢࡏࢃྜ࠸ၥ࠾࡟ཱྀ❆ࡢ༊ᕷ⏫ᮧࡢ࠸ࡲఫ࠾

㸺㈚௜せ௳㸼

࡜ࡇࡿ࠶ᇶ‽௨ୗ࡛ࡢᐃ୍ࡀィᡤᚓ㔠㢠ྜࡣ཰ධཪ⥲ࡢୡᖏ㸦∗ẕ➼㣴⫱⪅㸧ࠐ

㸦཰ධᇶ‽୍ࡢ౛㸧ͤ⥲཰ධࡢሙྜ

ୡᖏேᩘ 㸰ே 㸱ே 㸲ே

୍⯡ୡᖏ 4,410,000 ෇ 5,049,000 ෇

ぶୡᖏࡾ࡜ࡦ 4,057,000 ෇ 4,966,000 ෇ 5,772,000 ෇

ࠋࡍࡲࡾ࠶ࡀ௳せࡢ㈚௜ࡶ࡟࠿࡯ࡢࡑࠐ

⏝ᑓࡣヲ⣽ࠐ Web ࠋ࠸ࡉࡔࡃㄆ☜ࡈࢆ㸦https://jukenchallenge.jp/㸧ࢺ࢖ࢧ

žȁȣȬȋȣȳſžȁ Ȭ ȳ
ʙಅǭȣȩǯǿȸʙಅǭ ȩǯǿ
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